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　　　　　　　　　　　　　　　　２００６年９月２１日　東京地裁判決






　　　　２００６年１０月２３日北海道人事委員会採決



　　　　　9/21判決を活かす時　2ｐ～

　　　　停職処分を取り消せ訴訟　第２回報告　6ｐ～

　　　　昨年の再発防止研修時の質問に対する回答 9p~

　　　　学校現場から　11p~

　　　　都庁行動をやっています 15P　

　　　　　上映会のお知らせと傍聴のお願い 16p

９・２１判決を活かし教育基本法を取り戻す教育は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根津公子

　もうすぐ卒業式シーズン。都教委が10･23通達を発し、「君が代」不起立･不伴奏処分を始めて４回目の春を迎えます。私は今度の卒業式でも「君が代」起立はしません。できません。その理由はいつも言っていることですが、子どもたちに「日の丸」「君が代」について学習の機会を与えずに起立斉唱の指示（命令）だけをするこの行為は教育ではなく、教育を否定する行為だからです。ここが基本にあります。教育を否定するこの行為が、子どもたちにひいては社会全体に一つの（=国家の）価値観を押し付け、上命下服の精神を叩き込む有効な手段であることを私たちは歴史から学んでいます。実際にこの数年の東京の学校を見れば、それは恐ろしいほど現実になっており、私は「少国民」をつくっていると痛感することがしばしばあります。教員である私は、こうしたことに加担できません。加えて今回は、9/21勝利判決を受け、もう一方に教育基本法が改悪された状況の中で、なお一層起立はできないとの思いが募ります。

◇９･２１判決への返事
昨年９月に出された国歌斉唱義務不存在確認裁判（＝予防訴訟）の判決（＝９･２１判決）は、学習指導要領の国旗・国歌条項を肯定しつつ、都教委のやっていることは、「実質的に見て」「強制」であり「行き過ぎ」「逸脱」だとし、「教職員は起立し、斉唱する義務、ピアノ伴奏をする義務を負わない」と断じ、原告の教職員だけでなく、教育が政治の具にされていく現状を変えたいと思っているたくさんの人たちに希望を与えました。

希望とともに、私は判決に対する教職員の負うべき社会的･道義的責任も痛感します。判決が私たち教職員の、起立できない意思を法的に保証してくれたのに、当事者たちが自分の意思を偽り、判決に背いて都教委の強制に応じてしまったならば、この判決は当事者によって宙に浮かされてしまいます。教職員が現場で今度の卒業式にこの判決を活用しなければ、判決は死文となるだけでなく、それ以上の弊害を引き起こすでしょう。都教委及びそれに同調する人たちを増長させ、さらに攻撃は強まるでしょう。９･２１判決を活かすということは、現場で教職員が不起立を実行することだと思うのです。

去年と今年は、ここに大きな違いがあると思います。私は９･２１判決の正当性をアッピールしつつ、「一方的な一定の理論や観念を生徒に教え込む」（判決文）都教委に加担しないことを宣言して、今年も起立･服従はしません。
◇教育基本法を取り戻すために
もう一つ、昨年との大きな違いは教育基本法が改悪されたことです。

都教委は２００１年、東京の教育目標から「憲法・教育基本法、子どもの権利条約」を削除し、２年後、「君が代」処分を始めました。削除したことについて米長教育委員は「東京は独自に教育基本法を改定した」と言い、石原都知事は就任時から「東京から日本を変える」「命がけで憲法を破る」と豪語してきました。「君が代」処分（とりわけ累積処分）は教基法改悪の先取りでした。そこに教育基本法の改悪が強行されたのですから、こちらは、多少の生活を賭けてでも踏ん張らねばならない時だと思います。

政界では教育基本法改悪強行、防衛省への昇格、そして改憲のより具体的な動き等々。また財界では、今年の年頭挨拶で日本経団連の御手洗会長は石原都教委よろしく、「学校現場のみならず、官公庁･企業などさまざまな場面で、日常的に国旗を揚げ、国歌を斉唱する」ことを提言（＝御手洗ビジョン）。ファシズムに突入して行った１９３０年代を彷彿させる動きを感じます。この国内の政治状況に加え、日本に派兵の応分担を迫るアメリカの防衛計画や、アメリカがイラク戦争を起こし、自国の若者を戦場に送り、戦死させている現実に目をやれば、日本が参戦していかない保障などどこにもありません。私たち教職員はこの手で、「子どもたちを再び戦場に送」ってしまいそう。その恐れはかなり現実的です。

今、目先の不利益を回避しようとして起立･服従することで、ちょっと先に比較にならないほどの不利益が起き、後悔することになるかもしれません。敗戦後、子どもたちを戦争に送ってしまい、自責の念に苦しんだ訓導（教員）たちのように。今流れを食い止めなければ。火は小さいうちに消さなければ。大変な事態を招いてからではどうにもならないことも、私たちは歴史から学んでいるはずです。

教育基本法改悪が強行された今、都教委･文科省が最も嫌がり、かつ、誰の目にも見える不起立を教職員が実行することは、現場から改悪教育基本法を追放する有効な闘いであると思います。だから私はなおのこと、起立･服従はできません。

私は今まで、一歩を踏み出すことで感じたり見えたりしてきたことが必ずありました。そのことで、不安やバッシングによる苦痛よりも、さらにまた次の一歩を踏み出してみようと思う気持ちの方が大きくなる、その連続でした。停職中に校門前「出勤」をして、生徒たちからもらったことばや感動、教えられたことの大きかったこと。ある生徒は私に、「先生が立っていることで私は、人はおかしいと思ったときには起ちあがっていいのだと知った」と告げてくれました。処分を受け続けても闘い続けよう。そう思えるエネルギーをたっぷり与えてもらい、また同時に、私の行動は生徒たちへの教育行為であることを確信しています。

団塊の世代が身を以って闘ったなら、その闘いはより困難な状況に追い込まれている若い人たちに希望を与え、闘いは受け継がれるはずです。

これを読んでくださった教員の方、動き出してみませんか？

　　　◇◇◇　　◇◇◇　　◇◇◇　　◇◇◇　　

これを書いた直後に読んだものの中からお二人の文章の抜粋を紹介します。

斉藤貴男さん（ジャーナリスト）：

・・・「奴隷を生産するようなもので、ここで何とかしないと教員は兵士と奴隷を生み出す死神にさせられてしまう。

組織としての権利主張はあっても、かけがえのない大事な公共性の高い仕事であることを自覚して、ただ労働者ということなら保身に走ることも含めて労働者だが、それを教職員がやってしまうと、国家にとって都合のいい子どもを生み出す調教師、子どもを家畜化する戦前の教師と同じ役割にさせられてしまう。

『玉砕』はいけないが、常に辞表は忍ばせる心積りで日々を自己点検しながらやっていく、ある意味ダブル・スタンダードだが、そういう日常が求められているのではないか。」（２００７．２．１日教組新聞）


三宅晶子さん（千葉大教授）：ノルウェーの教師たちの抵抗：　

ナチスは、ノルウェー占領後、一九四一年初め、ナチス理論の習得と、ナチスの方針に沿う歴史教育を義務付ける布告を出した。しかし、二月、一万四千人もの教員が、父母や教会指導者の支持を得てストライキに入り、布告は一時留保された。

　一年後の二月、ナチスの方針に沿って組織された教員団体に入るよう命令が出されたが、一万二千人の教員が、再び父母の支持を得て拒否し、その結果、学校は閉鎖された。

　一ヵ月後、千三百人の教員が逮捕され、七百人は秘密国家警察収容所に、五百人は北極圏の労働収容所に送られた。しかし、教員団体に加盟したのは一五〇人だけだった。この間、何万人もの父母が闘争に参加し、署名入りの抗議の手紙を送ったり、投獄された教員の家族を支援したりした。

　その結果、教員を強制しようとする企ては一九四二年末までには放棄され、ノルウェーをファシズム国家に変える計画も、ヒトラー自身の命令で放棄された。（「前夜」１０号）


　私に出来ることを考えている……

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会員・小川フミエ

２００４年３月に、第二東京弁護士会に対して、１０・２３通達に関する人権救済申立をした。その際、私は、八王子における卒業式の内容・形態や経過などのまとめを担当した。この年の三月私のいた学校では、ほとんど連日のように、指導主事からの連絡があり、その都度、校長は全員に知らせていた。中には、「嘱託の採用を厳正にする。処分については、退職者も例外ではない。退職金にひびくこともあり得る」などと、私個人を特定しての指導もあった。この経過をまとめるのは非常に腹立たしく苦痛だった。しかし、式の内容・形態をまとめた時、フロア式の会場や装飾、式の流れなど、一つ一つ思い出しながら取り組みを整理していくのは何か心楽しい作業だった。その大部分が１０・２３通達により奪い去れらたものではあったけれど、あんな取り組みをした、こんなことを考え合った……と、思い出していくうち、私は夢中になっていた。

　フロアで向かい合った会場の中央で子どもたちは、所狭しと踊っていた。大きく足を広げ、手を伸ばし、緊張に頬を染めながらも、瞳は生き生きと輝いていた。並んで群読する友達の後で、いつのまにか、服装も晴れ着から踊りのものに変えられていた。その鮮やかな動きに5年生の子どもたちも私たち職員と保護者達もみんな魅せられていた。式のあと、5年生は、装飾の片付け、面倒なパイプ椅子の収納など、実によく働いた。教員たちから言われなくても、自分たちから仕事を見つけ、さっささっさと片付けていた。春休みあけの入学式準備の時も、新6年生となった彼等・彼女等は、本当によく働いた。それは、ほんの数年前、市内全校に知られる程、荒れに荒れたその同じ学校の子どもたちとは思えない程だった。空教室や図書室にも鍵をかけなければならなかった学校は、いつの間にか転任してきた教師達が驚く程、落ち着いていた。とりたてて何がというほどという程ではないけれど、でも様々の工夫や取組みの中で、学校が少しずつ少しずつ変わっていくのだった。その取組みの主要なものとして、この卒業式につながる実践がある。　中野七頭舞という踊りを一年間かけて練習し6年生が卒業式で披露した。成功の鍵は、5，6年生が小グループを作りマンツーマンに近い形で6年生から5年生に教えてきたことにある。いっしょに練習してきた5年生には難しい踊りを楽しそうに力一杯踊る6年生のすごさがわかる。そして、6年生の生き生きした姿に来年の卒業式での自分たちの姿を重ね合わせるのだ。それは、未来への期待にもつながる。

2004年の3月、二部式に分けた卒業式の後半で、子どもたちの踊りは残すことができた。子ども達は、やはり熱心に生き生きと踊っていた。しかし、厳然として日の丸は壇上にあり、校長は名札を下げて証書授与をし、6年生担任以下全職員も名札をつけなければならなかった。職員席に座る私の隣りには、指導主事がすわり、私の不起立を指導主事と教頭が現認し、校長は校庭での6年生の送り出しのさ中に、私を校長室に呼んだ。

あの時、目の前で無心に踊る子ども達の目の輝きに、私は耐え続けなければならなかった。この子ども達の目の輝き、まっすぐな心を学校は支え続けられるのかと、自問した。

みんなで考え、相談し、工夫するーー創り出すことの楽しさ。創り出し変えていく喜び――未来への期待。お互いをお互いとして認め合うこと。違いを違いとして大切にしていくこと。あなたはあなたとして、私は私として、存在していく喜び。

一片の通達の奪い去ったものの大きさに、打ちひしがれそうな程の怒りを感じながら、（退職した）今、私にできること考えている。


　　　　　　　　



　　　　　　　　　

2007年2月8日　　第2回法廷　東京地裁710号法廷


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　河原井純子

傍聴席が人・人・人でうまりとても心強かったです。

書面のみの確認だったために「あっという間に」終了。

時間をつくって駆けつけてくださったみなさん

「ありがとうございます」

あの時、原告の席であったかい想いに囲まれて一句

と詠んでいました。心から感謝です。うれしうれし！！

《報告集会で確認しあったこと》

この停職処分取り消し裁判は、萱野弁護士からあらためて

· 負けるわけにはいかない裁判

· ゆっくりすすめるわけにはいかず急を要する裁判

であるとの訴えがありました。胸に迫ります。

また、根津さんから町田の鶴川二中周辺で、人の輪のつながり、拡がりができつつある報告もあり、元気づきました。うれしいことです。

あきらめずに続けていくことの大切さを再確認できました。すべてのことはひとりから始まります。しかし、ひとりからひとりへ、ひとりからひとりへとつながり、必ず人のうねりとなっていくことを予感します。

≪９・２１難波判決を日常の営みに≫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この判決は、憲法、子どもの権利条約と照らし合わせても、あたりまえの内容なのですが、今、学校の入学式・卒業式・周年行事などを支配している「2003・10・23通達」は、憲法も教育基本法（改悪前）も子どもの権利条約をも逸脱したものでした。そのことが、明文化されたことが、長い冬の教育裁判のなかでは、あたたかい春の陽光のようでした。手離すわけにはいきません。このあたたかい春の陽光をひとりひとりが学校現場で教育現場で日常の営みにしなければ「あたたかさ」は決して具現化できません。「あたたかさ」をひとりひとりの力で、実態のある「あたたかさ」にしていく時です。

「2003・10・23通達」の全否定をした「君が代不起立」は教員であるなら誰でもできる、憲法・子どもの権利条約を遵守した教育実践であり教育活動です。なんら特別な行為ではありません。日常の営みそのものです。頑張ってする態度表明ではなく、リラックスして楽しくする実践です。スローライフの実践のひとつです。そしてそれは、改悪教育基本法を実体化させない、骨抜きにすることのひとつです。

80歳を過ぎてなおお元気に活動なさっている北村小夜さんの言葉に「真」を実感します。「不起立者を支援する、これっておかしいですね。どうしてみんなで不起立しないの？」「戦争は教室から始まる」真にその通りです。そしてさらにこんなふうに迫ってくるのです。「君が代不起立」の教育実践、教育活動を今こそ、みんなで楽しくする時ですよ。「不起立」で立ち上がりましょう。「戦争は教室から始まる」けど「平和思想も変革の力も教室から始まる」そんな教育実践・教育活動を今、実践する時ですよ。

そうです。ひとりひとりが「9・21難波判決」を学校で教室でできることから始めること、それが、日常の営みです。「あたたかい春の陽光」をひとつひとつ具体的な実践にひろげていきませんか。

≪停職処分取り消し裁判≫に想うこと

「この裁判はどうしても負けることができない」という弁護士さんたちの決意。「君が代解雇」は改悪教育基本法の実効の証です。そしたまた、憲法や子どもの権利条約の否定です。違憲・違法を許すわけにはいきません。すべてはひとりから始まる。がんばらない、でも、決してあきらめない。そんな心で「裁判」と向き合っていきたいと思っています。もちろんスローな心も忘れずにです。似顔絵描いてくださった若い佐藤さん、ありがとうございます。気に入りました。大好きです。


「河原井さん根津さんにこれ以上の処分をしないでください」の署名集め
　　署名数　１９２４筆 （２月１７日現在）
　１２月の会報でお願いした署名集めにご協力いただき、全国各地からたくさん届きました。応援の言葉を添えてくださった方もあり大きな励みになりました。本当にありがとうございました。
　「させない会」としても街頭での署名集めや様々な集会時にお願いをしたりしていますが、数多く集めるのはなかなか大変です。第１次〆切は２月２０日ですが３月２０日までおこなっておりますので、引き続きご協力をよろしくお願いします。また、もし署名用紙が足りなくなった場合には、「河原井さん根津さんらの君が代解雇をさせない会」のHPからダウンロードできますので、お手数ですがお願いします。または、多摩教組までご連絡ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名担当　金子恵子

夏の「再発防止研修」での私の質問に、都研修担当者は・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根津公子

停職３ヶ月処分に対する再発防止研修（７月と９月）の報告を９月３０日発行のニュースNo.4でしましたが、その後もやり取りは続いていました。研修の場で私がした質問に「知らない」「わからない」として答えをもらえなかったことについて書面での質問、回答要請をしていたのです。ここでは、その後の報告をします。

◇９月２１日付　根津から都（教委）研修センターY課長に宛てて

９月15日の再発防止研修の際、都教委が2001年に憲法･教育基本法を東京の教育目標から外したことについての米長教育委員や横山教育長（当時）の言動について私が述べたところ、担当者であるY課長はその事実を知らなかった。「その文章を見せてほしい」と私に言うので、資料を集めてY課長に送りました。また、15日に私が質問をしたが回答のなかったことについて再度回答を要請しました。「くれぐれも『回答できない。回答を控える』というようなことはしないでください。この回答を含めて再発防止研修ですから、それを受けて私は己の行為について再度しっかり考えさせていただきます」と書いて。

◇１０月１８日付　Y課長から根津に宛てて
「平成１３年度に東京都教育委員会の基本方針から『日本国憲法』及び『教育基本法』という文言が外されたことは確認しました。しかしながら、このことが東京都教育委員会が教育基本法を『廃止した』ということにつながるものでは全くありません。・・・米長教育委員から『教育基本法を改正した』という発言があったこと、及び横山教育長が米長教育委員の『教育基本法を改正した』という発言を訂正しなかったことは確認いたしました。米長教育委員の発言の意図および横山前教育長の意思については、私が推し量って意見を述べることはできません。　そもそも、国法である教育基本法を東京都教育委員会が『廃止（改正）』することなど決してできるものではありません。・・・」。

◇１１月７日付　根津からY課長に宛てて

「『東京都は教育基本法を改正した』と米長教育委員が発言し、また横山教育長がその発言を訂正しなかったことについて、吉原課長が認識されたことを返信を以って確認しました。しかしながら、『米長教育委員の発言の意図および横山前教育長の意思については』吉原課長が『推し量って意見を述べることはできない』との断り書きについては、首をかしげてしまいます。この両人とも、東京都教育委員会という組織の、しかもトップにある人たちです。吉原課長が推し量って答えることはできないでしょうが、組織体としての見解は示されるべきではないでしょうか。それが、組織の責任だと思いますが、いかがでしょう。このことについて、あらためて、ご回答くださいますよう、お願い申し上げます。

ところで、9月15日の吉原課長の発言についてはこれ以上あらためて回答をするものはない、とのことですが、あの場で吉原課長がご存じないということでしたので、私は後日の回答をお願いしたものです。再発防止を狙って研修を企画し、運営したのは都教委及び都教職員研修センターです。受講者である私に理解させるためには、質問にきっちり答えることが最低限必要なのではないですか。それが、研修担当者の職務ではありませんか。僭越ながら、私はそう考えます。私には十分耳を傾ける意思があります。

　ここにあらためて質問事項を挙げますので、回答をお願いします。

1 東京だけが累積加重処分をしていることについて、『懲戒処分は任命権者・都教委の裁量でできる』『裁量ということばは、法令には書いてない。通説となっている』とのご回答でした。それに対して私は、『通説』となる根拠について後日でいいので示してほしいと要求しました。『通説』となる根拠をお示しください。

2 信用失墜行為の禁止についての回答を受けて私が、『都教委の『君が代』処分に都民の６０％あるいは７０％が反対』という昨年の東京新聞及び朝日新聞調査をご覧になったかを伺ったところ、課長は『見ていない』とのことでしたので、新聞記事に当たって、改めて回答をほしいと要求しました。新聞記事をご覧になった上での回答をお願いします。

3 噂されている米長教育委員のセクハラ・破廉恥行為が信用失墜行為に該当しないのかを訊いたところ、課長は、『答える立場にない』という回答をされました。それについて私は、『教育委員が一般職ではないからですか』と訊いたところ、課長は『知らない』ということでしたので、私はこれについても、後日の回答を求めました。私たち一般職にある者の信用失墜行為は、地公法33条が拘束しますが特別職についての信用失墜行為は何が拘束するのでしょうか。

◇１２月４日付　Y課長から根津に宛てて

「９月15日の研修に係る質問へ未回答があったことについてはお詫びするとともに、下記のとおり回答します。なお、私から回答すべきものは今回で全て完了したものと判断しますので、今後私の立場では一切回答することはいたしません。
記

①『裁量』が通説であることの根拠について

　　　・・・最高裁判所昭和５２年１２月２０日判決・・・別紙のとおり、『懲戒処分のうち、実際にどれを選択するかは、懲戒権者の裁量によるが、･･･』とされています。

②東京新聞及び朝日新聞の記事について

　記事内容については確認しましたが、このことについて特に述べることはありません。

③特別職の信用失墜行為について

　教育委員は、特別職であり、地方公務員法の適用を除外されています。そのため、職の設置の根拠となる法令のより規定されたところによることになると考えられます。教育委員の設置の根拠は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律であり、第７条『罷免』、第８条『解職請求』等の規定があり、教育委員の信用失墜行為に関しては、これらの規定により対応することになるでしょう。」

　これまでの研修担当者の中でY課長は群を抜いてまともな対応をしてくれたとは感じます。しかし、下線部の２点については回答を拒否したものと受け取らざるを得ません。まともに答えたら、Y課長あるいは都研修センター＝都教委に大きな不都合が生じるからなのでしょう。


　　教育現場の今　　　　　　　　　　　　　中学校教員
＝学校は自由でなければならない＝（自主、独立の学校へ）

学校は、より自由で想像力のある生徒、自分の力で自分の人生を切り開いていくことができる生徒が育つ場であってほしいと、教育に携わっている者は願っているのではないだろうか。いやそうであると私は思いたい。そのためには私たち教育労働者自身が自由であり、一人ひとりが自由に思ったことを言い、互いの考えをぶつけあうことによりお互いの違いを理解しあい、認め合うことが出来るそんな雰囲気の学校現場でなければならないと思っています。

しかし、ここ数年、とりわけ石原都知事になってからは、そのような雰囲気が急速に失われ、無気力で物言わぬ教員、権力に従順な管理職、教員が圧倒的に増えています。教育活動の内容は数人（校長、副校長、主幹、そして何とか主任）で構成されている運営委員会によって、教育委員会のお達しに沿って決められているのが現状です。そこには何の創造性も独自性も存在しないと言っても過言ではありません。ここでは、私が最近経験した、自主性を失った学校現場を象徴する例を紹介しようと思います。
＝教育する権利が奪われると＝（出る杭はたたかれる）
中学校の修学旅行というのは、どの方面に行くかなど大まかな内容は（例えば京都、奈良、広島、あるいは東北など）１年の２学期終わりごろまでにその目的を中心にすえながら、また生徒、保護者の意見を取り入れながら、学年会や職員会議などでじっくり議論し、決定していきます。そして、２年の初めには具体的な内容のつめが始まり、教職員間の共通理解を深め、いちばん重要な、生徒たちの自主的活動である事前学習につながっていくのです。

ところが、私が去年異動した学校では、学年会や職員会議で議論し決定していくという当たりまえで重要な手続きがおこなわれていなかったのです。４月に学校に行くと２年に配属された私は、何の前触れもなく修学旅行担当者にされていました。もう１人の担当者も異動してきたばかりの人でした。そこですぐさま当該学年の教員にどんな内容になっているのか尋ねたのですが、誰もが「方面は京都、奈良らしい。でも後はわからない。何も決まっていないようだ。詳しいことはあなたたち２人に任す。よろしく」。と異口同音に答えるだけなのです。

そこで、いろいろな教員に探りを入れてみると、どうも１年のときの担当者は管理職の意向に合わなかったのか、学年、学校を追われ、勝手に管理職によって行き先が決められ、そのやり方に意識的か、無意識的か他の教員たちはまったく無関心を装ったことが判明してきたのです。このようなことは修学旅行に限ったことではなく、他の教育活動においてもほぼ管理職の意向で進められている事が数ヶ月の勤務で見えてきてしまいました。私は職員会議の場などで、このやり方に異議を唱えてました。そこで漠然とですが、この学校にはいられなくなるのではとすぐに感じ始めていました。（事実その通りになるのですが）。

話は修学旅行に戻りますが、担当としてはこのまま手をこまねいているわけにはいかない。悲観的ではあるが、出来る範囲で生徒のため？の修学旅行にしようと具体的に内容を練り学年に提案し、計画を進めていったのです。ところが担当者のうかがい知らないところで、その進め方、内容（特に費用の積み立て方法）について管理職、あるいは一部の保護者によってクレームがつき、担当者そっちのけで勝手に内容が変えられたのでした。

　その上、この異常さをごまかすためか、担当者を脇に追いやり、管理職などが、当該学年を装った保護者会を急遽開いたのでした。教職員、保護者などの意向を無視し、勝手に計画を進めた悪者は担当者であるかのように、宣伝するために仕組まれたものではないかと私は感じたほどでした。

そこで、私たち２人はこれ以上修学旅行担当者として責任が持てないので担当を降りることを学年会に提案しました。しかし聞き入れられませんでした。というより替わって担当しようとする教員が出てこなかったのです。「我われ２人とも修学旅行実施年にはいないと思う。いられないと思う。」と訴えてもです。私たちは覚悟を決めました。実踏も実施し、事前学習などを含め、具体的に内容をつめ、後は、担当が誰でもできるようにしっかりとした計画を立て資料を残すことにしたのです。

そして今年度、案の定２人ともこの学校を去ったのです。万全な計画？修学旅行実施に際して必要な資料を残しておいたことに安堵の気持ちを抱きながらでした。

しかし残念なことにせっかく引き継いだはずの資料は年度の切り替え作業のどさくさで紛失してしまい、またあわてて実踏をし直したようです。私たちはより充実した修学旅行にするには、たった１日の実踏ではまともな計画が立てられないと感じ、私費で２日増やして実踏を行ったのです。実際の修学旅行がどんなであったかは憶測しかできませんが、この修学旅行の取り組みひとつ取っても、教育委員会、学校が決して生徒の方向を向いていない。生徒一人一人は単に権力者の道具でしかないということをよく表しているといえるのではないでしょうか。
＝世の中のゆがみは全ての学校に及んでいる＝（学校から品格が消えてしまった）
しかし、前任校のような体質はかなり特別なことかと実は思っていました。ところが、現任校に異動してきてまだ１年もたっていないにもかかわらず、どの教育現場も状況はそんなに変わらず前任校が特別ではないことを思い知らされることになるのです。

　その例はあげればきりがありません。入学式で日の丸、君が代の強制について反対意見をいっただけで、すぐその後校長室に呼び出され、校長は手に十数枚の「職務命令書」（君が代の斉唱、日の丸に対する起立、そして卒業式出席命令）をかざし、私のまえに差し出しました。私がそれを無視すると、「命令書は何枚でもある」と言ったのです。私は校長が何を言っているのかすぐには理解できませんでした。命令書とはそんなにも安っぽいものなのです。

　しかし、この卒業式のことについてはある程度予想が付いていたことなのでそんなに驚くことはありませんでした。

　本当の驚きは教職員を保身のために教育委員会に売る、生徒までも売るということが日常的に行われているということです。また、前任校でも経験したことですが、平気で理不尽なことを教職員に押し付け、教職員は何でも言うとおりになると思っている保護者が多いことに、改めて驚かされました。

　ある授業での出来事ですが、１人の生徒が勝手に暴れ、他の生徒たちに危害を加えかねない状況になったので担当教諭が手をねじ上げ生徒の動き封じたのです。すると、気持ちのおさまらないその生徒は保護者に言いつけたのでしょうか、すぐその生徒の保護者が「暴力を教師が振るったのは許せない」と謝罪を要求してきたのです。そこで担当教諭は「ぎりぎりの対応だったので保護者にそのように話をしたい」と、一応管理職に伝えたのです。すると驚いたことに管理職は「あの保護者は話が通じない。この場は保護者に謝ってくれ。」と言ったのです。理不尽なことがまかり通ってしまったのです。　　　

　担当教諭は管理職に不信感を抱き、やる気さえ失くしてしまうと嘆いていました。しかし、これでこの件は終わりませんでした。管理職はすぐさま「教諭が生徒に暴力をふるって謝罪した」と教育委員会に報告したのです。報告するということさえ当事者には知らせず、教育委員会からの出頭命令で初めて、その教諭はそのことを知るにいたるのです。このようなことはその後も数回起きています。

＝生徒に人権はない＝（生徒は単なる生き物にすぎない）
　次に述べるのはまさしく生徒を売ったとしか思えない例です。複雑な環境を持った、普段そんなに暴力的でない生徒があるとき教師に突っかかってきたのです。そこで、何人かの教員でその生徒の暴力を止め、気持ちを落ち着かせ、その後事情を聞いたり説得したりしたのは言うまでもありません。人間は１日やそこらで簡単に変わるものではないので、今後も長い目で彼を見守っていくことを教師集団として確認しました。しかし、この時管理職がとった行動には怒りを通りこしてあきれてしまったほどでした。

　管理職は教員集団に知らせず「生徒が教諭に暴力を振るった。」と教育委員会に報告したのです。生徒たちはいろいろな環境で生きてきているのです。そのことを踏まえて我々は生徒と向き合い続けるしかありません。単に排除すればいいというものではないのです。管理職は自分の在職中は、教職員はもちろんのこと、生徒といえども問題を起こすものは排除するとしか考えていないのでしょうか。このような現実に直面し、ほとんどの教職員は気力を失い、いつしか管理職、教育委員会にへつらうようになっていくのです。ロボット化してしまった教職員の状態を敏感に感じ取っているのか、保護者は理不尽なことを平気で学校に押し付けるようになってきます。

　他の生徒に暴力をふるい怪我をさせたのに「相手が生意気だからいけないのだ。自分の子供は悪くない。謝る必要はない」、他の生徒の腕にナイフで傷をつけたので傷つけられた生徒の家庭に連絡を取ることを進めると「よくあること、たいした怪我ではない。あまりしつこく言うと訴えるぞ。」と怒る保護者。

　確実に何かがおかしくなっています。特にこの５，６年で加速度的に日一日と事態はおかしな方向に変っていると痛感させられます。本当にいつか来た道に突入しているのではないかと思わざるを得ません。そのことを実感する毎日です。

　理不尽で右傾化している保護者、右翼的な地域のボス、そして気力を失いただ上ばかり見ている教職員、そのような人々の後姿を見習い成長してきた生徒たち。このような状況をうまみにして、その流れに乗って権力をむき出しにしている政府。その中で根津さん、河原井さんが、信念を貫き戦うことの困難さに思いを馳せると、胸が締め付けられ思いです。私たちも何とか踏みとどまり続けられたらと思います。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　法廷後都庁前でビラ撒きする

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　河原井純子さん


２００７年のビラまきはじまる

２月８日は第２回の法廷が開かれた日でした。文書と次の期日を確認し合うだけの場でしたが、たくさんの方が傍聴に馳せ参じてくださり大変嬉しく思いました。裁判所の方もこの思いを受け止めているなと感じたのですが・・。報告集会の中でも各地でビラまきや署名活動が市民の手で取り組まれていることが出されました。私たちも法廷の後、時間の許す方１５人ほどの協力を得て都庁第一前で情宣活動に取り組みました。

都教委が地裁判決を受け止め、河原井さん根津さんらへの今までの処分を撤回し、「日の丸・君が代」に関わる職務命令を出さないようにと訴えながら署名活動を展開しました。そして裁判勝利に繋がる２月２３日の「『君が代不起立』ひとりから始まる」の東京大上映会への参加も呼びかけました。


　ビデオプレスというビデオ制作会社が、「日の丸・君が代」の強制に反対し教育を守ろうとする教員たちを長い間に渡って取材し記録し続けていた、ドキュメンタリー映画ができあがりました。河原井さん根津さんをはじめ、闘う教員・悩める教員を追っているだけでなく、2007年9月21日の「君が代強制は、違憲・違法」と判断した東京地裁の画期的な「９・２１判決」の喜びに沸く人々を捉えた貴重な映像をも納められています。2007年１月早々から、全国各地で、ビデオ上映が始まりました。東京では、国際基督教大学での自主上映に始まり、大阪や兵庫でも、100人200人と人々が上映会に参加されています。そして、会場で「こんなことになっているとは知らなかった」とか「教育基本法は骨抜きにしよう」などという発言や感想が寄せられています。河原井さん根津さんらの「君が代」解雇をさせない会では、ひとりでも多くの皆さんにこの映画をみていただき、「強制反対・日の丸・君が代」の主張にご理解をいただきたいと思います。各地で草の根的に上映会をしていただければ幸いです。


上映会のお申し込み・お問い合わせ
　　　ビデオプレス：TEL03-3530-8588  FAX03-3530-8578

      メール：mgg01231@nifty.ne.jp    サイト：http://www.vpress.jp


東京大上映会


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央線中野駅南口５分




東京地裁710号法廷 １０時から

河原井純子さんの第３次被処分（減給１ヶ月）と第４次被処分（減給６ヶ月）の処分取り消し訴訟です。本人陳述です。

東京地裁710号法廷 １１時から

　　河原井さん根津さんの停職処分を取り消せ訴訟の３回目です。

　（710号の同じ法廷で、時間だけずれます）










　要約すると


主文「国歌を斉唱する義務のないことを確認する」


１、教員として在職中の原告（三六九名）について、国旗に向かって起立し国歌を斉唱する義務のないことを確認する。


２、被告都教委は在職原告に対し、不起立・不斉唱


を理由としていかなる処分もしてはならない。


３、音楽科の教員（十名）が、式典の国歌斉唱の際に、ピアノ伴奏義務のないことを確認する。


４、被告都教委は音楽科の教員に対し、ピアノ伴奏をしないことを理由として、いかなる処分もしてはならない。


５、被告東京都は原告ら（四〇一名）に対し、各三3万円と「十・二三通達」発令の日からの遅延損害金を支払え。


６、訴訟費用は、全部被告（東京都と都教委）の負担とする。
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